
１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）採用の状況
（令和2年度に実施した試験の令和3年4月1日の採用者）

人

人

（２）採用試験の状況
（令和2年度実施）

人 人 人

（３）退職者の状況
（令和2年度）

人 人 人 人

（４）部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）　　

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

人口1,000人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

合　　計 390 382 8

[  　　445       ］ [  　　445       ］ [  　 －      ］

小　計 38 37 1

　　 公
　会営
　計企
　部業
　門等

下水道

その他 29

5

352 345 7

△ 3

5.5

機構改革及び職員配置の見直し

3 ＜参考＞

みどり市人事行政の運営等の状況

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第５８条の２及びみどり市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成
１８年条例第３０号）に基づき、みどり市人事行政の運営の公平性、透明性を目的として、市職員の給与、勤務時間、研修
等の状況を公表いたします。

一般行政職

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

職 員 数

試験区分

採用試験の実施内容

その他職員

3

受験者数

種　　別 定年退職

28

7.0

1

＜参考＞

7.8

職　　種

17

申込者数

採用者数

退職者数 3

一
般
行
政
部
門

24

対前年
増減数

主 な 増 減 理 由
令和3年

計勧奨退職 普通退職等

令和2年

5

普
通
会
計
部
門

小計

合格者数

19106

第1次試験　一般教養試験　作文試験等
第2次試験　集団面接試験等
第3次試験　面接試験　体力テスト

95

7 13

28

51

0

85 2

0

議会 5

税務 25

総務 87

民生 51

0 0労働 0

5衛生 29

農水 21 21 0

商工 21 18

1

土木 34 35 △ 1

計 273 267 6

機構改革及び職員配置の見直し

5 0

水道 4 4 0

教育部門 79 78

建築技師 1

1



２　職員の給与の状況

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　職員数は、令和3年4月1日現在(普通会計）の人数である。

（３） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和3年４月１日現在）

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（４） 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和3年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（５） 職員の初任給の状況（令和3年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

経験年数20年

－

336,363

343,511

技能労務職 54.1 328,900 345,580

一般行政職

平均給与月額

千円

3,231,583

給与費 B/A

11.9

　　計　　Ｂ

区　　分 平 均 年 齢

40.8 302,100

国

147,900

群馬県

1,247,074 5,457177,548 1,921,036496,414

　　　　　千円 千円千円

（国ベース）

みどり市

342,780

経験年数10年 経験年数15年

－

357,978

令和2年度 　　　　　　　千円人　

人

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円

職員手当 期末・勤勉手当

1,292,031

歳 出 額

一人当たり

人 件 費 率実 質 収 支

　　　　　千円 　　　　　千円

人 件 費

　　　　　　Ｂ

職員数

給　 料

352

　　　　　　％

Ｂ／Ａ　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（令和2年度末）

区　　分

区　　　　分

平均給料月額 平均給与月額

27,091,323

　　　　　　Ａ

区　　分

令和2年度

50,009

大　学　卒 235,025 269,400

高　校　卒 － －

一般行政職

技能労務職 高　校　卒 －

区　　　　　分

高　校　卒 150,600

一般行政職 大　学　卒 182,200 187,200
154,900 153,900

182,200

技能労務職 高　校　卒 152,700 149,500

－

2



（６） 一般行政職の級別職員数の状況（令和3年4月1日現在）

（７）職員手当の状況

①期末勤勉手当の支給割合 ②時間外勤務手当の支給状況

（令和3年4月1日現在） （普通会計決算）

千円 千円

③特殊勤務手当の支給状況

千円

千円

4 種類

0.95

計

1.275 16743,974

区分 総支給額

14.2

14.9

勤勉手当 職員１人当たり支給年額

２　　級 主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

46 15.2

主事、主事補
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

77 25.5

16.9

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

１　　級

４　　級 係長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

45

３　　級 主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

51

７　　級 次長
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

9

５　　級 課長補佐
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

43

　　　　　　　　人

6
８　　級

課長
　　　　　　　　人

2.55 令和2年度

　　　　　　　　％

25 8.3

区　分

312

手当の種類（令和2年4月1日現在）

手
当
の
名
称

６月期

12月期

期末手当

1.275

0.95 1.90

4.45

支給実績（令和2年度普通会計決算）

計 2.225 2.225

感染症等防疫作業手当、行旅病人及び死亡人取扱手当、
ボイラー等取扱業務手当及び危険物取扱手当、社会福祉業務手当

支給職員1人当たり平均支給年額（令和2年度普通会計決算） 28

2.0

６　　級

3.0

　　　　　　　　％
部長
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④扶養・住居・通勤手当の状況（令和3年4月1日現在）

１．配偶者 月額 6,500円(7級以下)

3,500円(8級)

扶養手当 ２．配偶者以外の扶養親族のうち子1人 月額 10,000円

父母等1人 月額 6,500円(7級以下)

3,500円(8級)

３．16歳から22歳までの子を扶養 月額 5,000円 加算

住居手当 １．借家 家賃月額により、月額 28,000円を限度に支給

※みどり市在住の者には、6,000円加算

１．交通機関利用者

通勤手当 運賃など相当額を支給（月額　55,000円を限度）

２．交通用具使用者

距離により月額　31,600円を限度に支給

⑤退職手当の状況（令和3年4月1日現在）

勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分

勤続3５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

千円 千円

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、令和2年度に退職した職員に支給された平均額である。

⑥特別職の報酬などの状況
（令和3年4月1日現在）

円

６月期 2.200

円

12月期 2.200

円

計 4.400

円 一般職に準じ20％の加算措置

円

円

380,000
報

酬

議 長 430,000

議 員

給 料 月 額 等 期 末 手 当

副 市 長 730,000

区　　分

47.709

33.2707528.0395

24.586875

39.7575

47.709

内　　　　容

区　　　分 自己都合

47.709

勧奨・定年

19.6695

支給率

１人当たりの平均支給額 309

区 分

副 議 長

360,000

22,174

教 育 長 640,000

給

料

市 区 町 村 長 880,000
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３　職員の勤務時間その他勤務条件の状況

（１）一般職員の勤務時間の状況

１２時00分

～１３時００分

（２）休暇の導入状況

職員の心身の疲労を回復させ、労働効率を図ることを目的とする休暇 年間２０日

（３）年次有給休暇の取得状況（令和2年）
調査対象期間(R2.1.1～R2.12.31)

日

４　職員の休業に関する状況

（１）休業の取得者数（令和2年度）

人 人

人 人

人 人

人 人

自己啓発等休業 0 0

育児休業 0 16

7.0

休憩時間

年次有給休暇

負傷又は疾病により治療を要する場合、医師の証明書により必要最低限与えられ
る休暇　　原則９０日

骨髄提供、ボランティア、結婚、産前・産後、子の看護、忌引、夏季、被災、妊婦の
健康診査等

配偶者、父母、子、配偶者の父母等、負傷や疾病により日常生活を営むのに支障
があるものを介護する場合認められる休暇（無給）

病気休暇

介護休暇

特別休暇

１人当たりの平均使用日数

7時間45分 8時30分 17時15分

勤務時間 開始時刻 終了時刻

男区分

0

0

0

女

修学部分休業

高齢者部分休業

0
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５　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分の状況（令和2年度）

件

件

件

件

（２）懲戒処分の状況（令和2年度）

件

件

件

件

６　職員の服務の状況

●令和2年度における営利企業の従事状況

職員は、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてを、その職務
遂行のために用い、当地方公共団体がなすべき責を有する職務に
のみ従事しなければならない

承認件数

公益の利益のために勤務するという職員の地位の特殊性に基づき、
職員には一般国民以上に厳しい規範が規定され、公務全体の信用
を損うことの防止措置がなされている

信用失墜行為の禁止３３条

職員は、全体の奉仕者であり、中立の立場で行政を執行する地位
にあることから、一定の政治的行為を行うことが制限されている

政治的行為の制限３６条

職員又は職員であった者が、職務上知り得た秘密を漏らしてはなら
ない

秘密を守る義務

　一定期間、職員を職務に従事させない処分 0

職員は、職務を遂行するに当たり、法令、条例、規則等に従い、職
務上の命令及び身分上の命令に従わなければならない

職務専念義務３５条

免　職 　懲罰として公務員関係から排除する処分 0

憲法第１５条「すべて公務員は、全体の奉仕者であって、一部の奉仕者でない。」という規定を受
け、地方公務員法第３０条で職員の服務の根本基準として「すべて職員は、全体の奉仕者として
公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては全力を挙げてこれに専念しなけれ
ばならない。」と規定し、地方公務員法第３１条から第３８条までに、服務に関する具体的規定を設
けています

新たに職員となった者は、宣誓書に署名をしてからでなければ、そ
の職務を行ってはならない

服務の宣誓３１条

法令及び上司の職務命
令にしたがう義務

服務規程については、上記地方公務員法による他、みどり市職員服務規程（平成１８年訓令第２６条）に基づ
き、随時職員に対し服務規律の確保のための措置を実施しています

職員は、住民に対して同盟罷業、怠業その他の争議行為をし、又は
地方公共団体の活動能率を低下させる怠業的行為をしてはならな
い

争議行為等の禁止３７条

職員は、原則として営利企業等への従事が禁止される営利企業等従事制限３８条

12

内　　　　訳

学校評価参画者、みどり市公民館運営審議会委員、令和2年度国勢調査調査員、
令和2年度国勢調査指導員、学校評議員

３２条

３４条

戒　告 　職員の規律違反の責任を確認するとともに、その将来を戒める処分 0

条　例 規　　　定 内　　　　　容

減　給 　一定期間、給料の一定割合を減額して支給する処分 0

停　職

　現に有する職より、下位のものに任命する処分

免　職

懲戒処分は、職員が公務員としてふさわしくない行為があった場合、規律と公務遂行の秩序を維
持することを目的として、職員に不利益を課す処分である

区　分 内　　　　容 件　　数

区　分 件　　数

降　給 　現に受けている給料より低い額の給料に決定する処分

0

36

0

0

　職員の意に反して職を失わせる処分

　職を保有させたまま、一定期間職務に従事させない処分休　職

降　任

分限処分とは、職員がその職責を十分に果たすことのできない場合を定め、公務能率の維持を目的
として行う、職員に不利益な身分上の処分である

内　　　　容
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７　職員研修の状況

（１）研修の実施状況（令和2年度）

８　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）健康診断の実施状況（令和2年度）

（２）労働災害補償の状況（令和2年度）

（３）その他福利厚生の状況（令和2年度）

18

3

27

12

39

13

27

42

2

0.1

0.1

-

-

受講者数
　　　　 （人）

12

12

16

14

期　日
　　　　（日）

1

3

1

2

2

1

0.1

新任職員研修（後期） 新採用職員

新採用職員セミナー

計

2
0
2

件　　　数区　　　分

1
歯周疾患検診 18

公務災害

通勤災害

対象者

初級職員研修（第2部） 入職５～９年目

新採用職員新任職員研修（前期）

人間ドック助成、団体生命共済への加入等

0
大腸ガン検診

191

子宮ガン検診

乳ガン検診

受診者数 備　　　　　考

4

採用内定者実地研修 令和3年度新規採用職員

再任用職員・会計年度任用職員を含む職員健康診断

人間・脳ドック等

1

種　　　　別

胃ガン検診

所属推薦職員

ハラスメント研修 部長級、次長級、課長級職員

職場環境改善研修 課長級職員

採用内定者自宅研修 令和3年度新規採用職員

375

新採用職員

評価者・サブ評価者

課長職員研修 課長級職員

法制執務研修

人事評価 評価者研修

初級職員研修（第1部） 入職２～５年目

研修名
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（４）利益保護の状況（令和2年度）

件

件

件　　数区　　　分 内　　　容

職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分を受
けたときは、公平委員会に行政不服審査法による不服
申し立てをすることができる

不利益処分に関する不服申
し立て

0

0

職員は、給与・勤務時間その他の勤務条件に関し公平
委員会に対し地方公共団体の当局により適当な措置が
執られるべきことを要求することができる

勤務条件に関する措置要求
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